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本概要は、令和６年度の予算編成状況について本会へ報告のあった1,353組合の予算

数値（６年３月22日時点）をもとに、６年４月１日時点に存在する1,379組合の財政

状況を推計し、その結果をとりまとめたものである。



主な項目
令和６年度予算

（早期集計）
令和５年度予算

対前年度比

伸び率 増減額

経常収入（①） 9兆0,053億円 8兆6,162億円 4.5% 3,891億円

保険料収入 8兆8,851億円 8兆5,039億円 4.5% 3,811億円

経常支出（②） 9兆6,631億円 9兆1,783億円 5.3% 4,848億円

保険給付費 5兆0,756億円 4兆7,811億円 6.2% 2,945億円

拠出金計 3兆8,774億円 3兆7,073億円 4.6% 1,701億円

（
再
掲
）

後期高齢者支援金 2兆2,769億円 2兆1,935億円 3.8% 835億円

前期高齢者納付金 1兆6,003億円 1兆5,137億円 5.7% 866億円

保健事業費 4,664億円 4,583億円 1.8% 81億円

経常収支差引額（①-②） ▲6,578億円 ▲5,621億円 － ▲956億円

１．令和６年度【予算】：経常収支の状況

●令和６年度予算の経常収支は、①経常収入：9兆0,053億円（対前年度比＋4.5%）、②経常支出：9兆6,631億円（＋5.3%）で、収

支差引額（①-②）は、▲6,578億円の赤字となる見通し。５年度予算に続き２年連続の赤字。

●保険料収入は対前年度比＋4.5%（＋3,811億円）の増加を見込んだ。一方、保険給付費は４年度-５年度の医療費の高い伸びや著し

い変動が懸念材料となり、+ 6.2%増（＋2,945億円）と例年に比べ高めの見込み。

●高齢者拠出金は＋4.6%増（＋1,701億円）となり、前期高齢者納付金が＋5.7%（＋866億円）と増加した。

●データヘルス計画等、加入者の健康維持・増進のための保健事業費は、対前年度比＋1.8%増（＋81億円）の4,664億円を計上した。

●なお、令和６年度新設の出産育児交付金は41億円を計上。

令和６年度予算早期集計：経常収支の状況（主な項目）

National Federation of Health Insurance Societies（KEMPOREN）

１）本概要の各数値は、令和６年３月22日までに報告のあった1,353組合の数値に基づき、同４月１日時点に存在する1,379組合ベースで推計したものである。

２）推計対象26組合のうち、新設６組合を除く20組合については、５年度予算数値に当該組合が属する業態の伸び率を適用して試算した。また、新設６組合につい

ては、調査時点で被保険者数以外の数値がないため、被保険者数が同規模の組合の平均値を用いた。

３）なお、全組合に占める推計対象26組合の加入者数（約21万人）の割合は0.8%である。
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令和６年度予算
（早期集計）

令和５年度予算 対前年度差

経常収入（①） 9兆0,053億円 8兆6,162億円 3,891億円

経常支出（②） 9兆6,631億円 9兆1,783億円 4,848億円

経常収支差（①-②） ▲6,578億円 ▲5,621億円 ▲956億円

経常収支差【赤字】

赤字総額 ▲6,841億円 ▲6,027億円 ▲814億円

赤字組合数 1,194組合 1,091組合 ＋103組合

赤字組合の割合 86.6% 79.1% ＋7.5ポイント

経常収支差【黒字】

黒字総額 264億円 406億円 ▲142億円

黒字組合数 185組合 289組合 ▲104組合

黒字組合の割合 13.4% 20.9% ▲7.5ポイント

２．令和６年度【予算】：赤字1,194組合／黒字185組合の経常収支差引額
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●赤字組合は、前年度予算に比べ103組合増加して1,194組合（構成比：86.6%）となり、赤字総額は▲814億円増の▲6,841億円とな

る見通し。一方、黒字組合は、104組合減少して185組合（同13.4%)となり、黒字総額は142億円減の264億円。

経常収支差引額の動き（赤字組合／黒字組合）

１）令和６年度予算早期集計の赤字・黒字組合数及び赤字・黒字額は、1,379組合ベース（推計）
の値である。

２）端数処理の関係上、合計が一致しない場合がある。
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令和６年度予算
（早期集計）

令和５年度予算
対前年度比

伸び率 増減数

組合数 1,379組合 1,380組合 － ▲1組合

被保険者数 1,686万6,761人 1,668万4,295人 1.1% 18万2,466人

被扶養者数 1,139万3,147人 1,166万1,544人 ▲2.3% ▲26万8,397人

扶養率 0.68人 0.70人 － ▲0.02人

平均標準報酬月額 39万1,372円 38万4,126円 1.9% 7,246円

平均標準賞与額 119万7,287円 116万2,936円 3.0% 3万4,351円

平均保険料率 9.32% 9.27% － 0.05ポイント

実質保険料率 10.27% 10.10% － 0.17ポイント

特定保険料率（再掲） 3.97% 3.92% － 0.05ポイント
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●組合数は、前年度比１組合減少の1,379組合（６年４月１日現在）で、▽被保険者数は、前年度に比べ18万2,466人増の1,686万

6,761人（＋1.1%）と過去最高、▽被扶養者数は、26万8,397人減の1,139万3,147人（▲2.3%）。

●平均標準報酬月額は＋1.9%増（＋7,246円）の39万1,372円、平均標準賞与額は＋3.0%増（＋3万4,351円）の119万7,287円。

●各組合が設定した保険料率の平均料率は、前年度に比べ＋0.05ポイント増の9.32%。なお、単一組合（1,099組合）：9.20%、総合

組合（254組合）：9.87%。（＊回答1,353組合ベース）

●収支均衡に必要な実質保険料率は、＋0.17ポイント増の10.27%（単一組合：10.17%、総合組合：10.69%）。なお、設定料率が協

会けんぽの平均保険料率（10.00%）以上の組合は333組合（全体の24.6%）。（＊回答1,353組合ベース）

３．令和６年度【予算】：適用状況及び財政指標

令和６年度予算早期集計：基礎数値及び財政指標

１）平均標準報酬月額の算出にあたっては、保険料免除者（a. 育児休業保険料免除該当者、b. 産前産後休業保険料免除該当者）を除いている。

２）平均標準賞与額の算出にあたっては、上記１）の保険料免除者（a、b）に加え、 c. 任意継続被保険者、d. 特例退職被保険者を除いている。

３）保険料率（平均・実質）は各組合の保険料率を単純平均したものである。なお、料率には調整保険料率を含む。

対元年度決算比

伸び率・増減数

令和元年度決算

(新型コロナ感染拡大前)

▲9組合 1,388組合

2.7% 1,642万2,759人

▲8.7% 1,248万4,161人

▲0.08人 0.76人

3.5% 37万8,185円

1.5% 118万0,069円

0.10ポイント 9.22%

1.35ポイント 8.92%

0.16ポイント 3.81%

（参考：新型コロナ感染拡大前との比較）
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●被保険者数は、大規模組合の解散（平成31年4月1日）により一時的に大きく減少したが、以降、平均＋0.5%程度増加し、６年度

は対前年度予算比＋1.1%増（＋ 18万2,466人）の1,686万6,761人。被保険者数は過去最高へ。

●一方、被扶養者数は減少を続けており、扶養率は前年度に比べ▲0.02ポイント減少して0.68人となり、初めて0.70人を下回った。
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(万人） （扶養率：人）

＊）各年度の数値は、平成20年～令和３年度までは決算、４年度は決算見込、５年度は予算、６年度は予算早期集計による数値である（以下、同様）。
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●大規模組合解散後の令和元年度と比べると、男性は約4万人減少したが、女性は約49万人増加しており、６年度は対前年度比＋

2.8%増（＋16万2,330人）の596万6,536人と過去最高となった。なお、男性は＋0.2%増（＋2万0,136人）の1,090万0,225人。

●また、被保険者に占める女性の割合も年々増加しており、平成20年度では30.4%であったが、令和６年度では平成20年度に比べ

108万3,648人増加し、女性の割合は＋5.0ポイント増の35.4%となっている。
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【参考①】男女別にみた被保険者数の対前年度比伸び率の推移
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●社会保険適用拡大が始まった平成28年～令和６年度までの伸び率の平均をみると、男性が＋0.1%増に対して、女性は＋1.9%増と

大きく伸びている。（＊なお、健保組合被保険者の短時間労働者の推移と現状については、p.15「参考⑧」を参照。）

●とくに女性は、平成28年度に対前年度比＋5.4 %と大きく増加し、大規模組合の解散（平成31年4月1日）により一時的に大きく減

少したが、令和２年度以降は平均＋1.7%程度の伸びとなっており、増加傾向にある。



【参考②】年齢階級別 男女別にみた被保険者数の動向：令和５年10月末現在

資料：健康保険組合連合会「令和５年度年齢階級別加入者数調査(令和５年10月末現在）」

●年齢階級別被保険者数では、男女ともに40歳～59歳の割合が高く、▽男性では50-54歳の13.7%（148万9,853人）、次いで45-49

歳：12.9%（140万0,234人）、▽女性では50-54歳の12.7%（75万0,980人）、次いで45-49歳：12.5%（73万5,660人）となっている。

●また、年齢階級別に被保険者数の伸び率をみると、男女ともに60歳～69歳において伸びが高く、60-64歳：5.6%、65-69歳：4.1%と

大きく増加。とくに女性は、60-64歳：8.5%、65-69歳：10.5%と顕著な伸びとなっている。
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被保険者 被扶養者

計 計
男 女 男 女

70～74歳 -2.1 -2.7 0.6 -9.1 -12.2 -8.9

65～69歳 4.1 2.3 10.5 -1.7 -1.5 -1.7

60～64歳 5.6 4.5 8.5 1.7 6.2 1.5
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20～24歳 0.0 0.3 -0.4 -1.4 -1.4 -1.4
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保険料収入

8兆8,851億円

(98.7%)

その他

1,202億円

(1.3%)

保険給付費

5兆756億円

(52.5%)
前期高齢者納付金

1兆6,003億円

(16.6%)

後期高齢者支援金

2兆2,769億円

(23.6%)

その他の拠出金

2億円

(0%)

保健事業費

4,664億円

(4.8%)

事務費、その他

2,437億円

(2.5%)

40%未満

425組合

(31.4%)

40%以上50%未満

689組合

(50.9%)

50%以上

239組合

(17.7%)

義務的経費に占める拠出金負担割合別組合数

６．令和６年度【予算】：経常収入・支出の内訳及び高齢者等拠出金負担割合
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義務的経費①+② 8兆3,883億円 割合

① 法定給付費 4兆9,668億円 56.2%

② 拠出金総額 3兆8,774億円 43.8%

(

内
訳)

後期高齢者支援金 2兆2,769億円 25.7%

前期高齢者納付金等＊ 1兆6,005億円 18.1%

【経常収入：9兆0,053億円】 【経常支出：9兆6,631億円】

１）右の表中「前期高齢者納付金等」には、退職者給付拠出金、日雇拠出金、病床転換支援金を含む。

２）円グラフ中のカッコ内の数値は構成比である。なお、組合数は報告のあった1,353組合である。

●経常収入では、総額9兆0,053億円のうち、保険料収入が8兆8,851億円で全体の98.7％を占める。一方、経常支出では、総額9兆

6,631億円のうち、①保険給付費：5兆0,756億円（構成比52.5%）、②後期高齢者支援金：2兆2,769億円（同23.6％）、③前期高齢

者納付金：1兆6,003億円（同16.6％）、④保健事業費：4,664億円（同4.8%）。

●義務的経費（法定給付費＋高齢者等拠出金）に占める拠出金負担割合は43.8％（５年度：44.2%）。なお、負担割合が50.0％以上

の組合は全体の17.7％の239組合。

9



増加額

1,100

2,500 2,000 （1,200） （600） （1,300） （1,100）

減少額

▲2,500

納付額

36,500

納付額

34,000 

納付額

36,500 

納付額

38,500 

概算額

37,400 

概算額

38,600 

概算額

39,200 

概算額

40,500 

概算額

41,600 

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年

高齢者拠出金の動向と見通し（粗い試算）（単位：億円）

納付額の対前年度増加額

（右目盛）

納付額の対前年度減少額

（右目盛）

当年度納付額

（左目盛）

当年度概算額

（左目盛）

１）加入者数と標準報酬総額（令和6年度概算額ベース）を固定したごく粗い試算である。

２）当年度納付額＝「当年度概算額」＋「2年前の精算額」（＊2年前の精算額＝「2年前の確定額」－「2年前の概算額」）

３）納付額の対前年度増加（減少）額＝概算額の対前年度増加（減少）額＋（2年前の精算額－3年前の精算額）

10National Federation of Health Insurance Societies（KEMPOREN）

（納付額・概算額：億円） （増減額：億円）

【参考③】高齢者拠出金の動向と今後の見通し（令和６年度概算額ベースの粗い試算）R3年度～10年度

＊６年度の概算額は3兆7,400億円、２年前の精算額は+1,100億円。

なお、7年度の概算額ベースでの対前年度増加額は1,200億円（推計）。

＊７年度以降は、概算額の対前年度増加額と当年度概算額（推計）である。

制度改正

令和
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▲ 3,189
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(0.13)
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(0.13)

9.09
(0.13)

9.16
(0.13) 8.92

(0.13)
8.90

(0.13)

9.35
(0.13)

9.12
(0.13)

-8,000

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成

20年度

決算

21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

令和

元年度 2年 3年

決算

4年

決算見込

経常収支差引額及び保険料率（％）の推移

経常収支差引額 平均（設定）保険料率 実質（収支均衡）保険料率

【参考④】経常収支差引額及び保険料率の推移

（料率：％）

１）平均（設定）保険料率は、一般保険料率と調整保険料率の合計であり、各組合の値を単純平均したものである。カッコ内には調整保険料率を再掲している。

２）実質（収支均衡）保険料率は、以下の算式に基づき得られる実質保険料率に調整保険料率を加えた値であり、各組合の値を単純平均したものである。平均

（設定）保険料率と同様、カッコ内には調整保険料率を再掲している。

＊実質保険料率＝｛各組合の経常支出合計－(各組合の経常収入合計－各組合の健康保険料収入の保険料合計）｝÷各組合の総報酬額合計

３）調整保険料率は、平成22年度までは0.12%、平成23年度以降は0.13%である。

決算 予算

(収支差：億円）
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▲ 5,621

▲ 6,578

【135】
【150】

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

5年

予算

6年

予算早期

【参考⑤】経常収支差引額及び保険料率引き上げ組合数の推移
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＊）令和６年度の料率引き上げ組合数は、５年度-６年度の両年度にわたり報告のあった1,352組合に基づく数値である（以下、同様）。

(収支差：億円）

▲ 3,189

▲ 5,234

▲ 4,156

▲ 3,497
▲ 2,973

▲ 1,154

634 1,279 2,376 1,351 3,052 2,498 2,958

▲ 847

1,365

【212】 【228】

【417】
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【609】

【565】

【387】

【313】

【206】
【204】

【169】
【109】

【105】

【84】
【148】
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-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成

20年度

決算

21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

令和

元年度 2年 3年 4年

決算見込

経常収支差引額及び保険料率引上げ組合数の推移

経常収支差引額 料率引き上げ組合数

(組合数）決算 予算

【 】
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【参考⑥】令和６年度予算：保険料率（調整保険料率を含む）の設定状況

National Federation of Health Insurance Societies（KEMPOREN）

8.0%以上10.0%未満

【▲1.3p減】

５年度：69.6%

６年度：68.3%

10.0%以上

【＋1.9p増】

５年度：22.7%

６年度：24.6%

8.0%未満

【▲0.6p減】

５年度：7.7%

６年度：7.1%

平均保険料率：9.32%

平均保険料率：9.27%

＊）令和６年度は回答1,352組合ベースの数値である。
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【7.1】
【8.0】

【13.2】

【19.7】

【27.3】

【17.5】

【4.7】

【2.4】

(7.7)
(8.6)

(14.4)

(19.1)

(27.5)

(16.9)

(3.6)

(2.2)
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

令和５年度-６年度予算設定保険料率別組合数構成割合（％）

【令和６年度】

（令和５年度）

(%）

令和6年度平均保険料率：9.32%

令和5年度平均保険料率：9.27%
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医療費総額

3.1

7.9

2.3

7.8

医療費総額

3.7

入院
7.2

3.0

8.7

5.6

入院
3.2

入院外
0.1

9.1

-6.5

3.7

入院外
-1.0

歯科計
1.6 1.0

2.0

4.8

歯科計

3.9

調剤
5.5

16.1 16.3

19.5

調剤

12.6

-8.0

-4.0

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

20.0

令和5年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

令和6年

1月

令和５年度医療費（健保組合）の月別推移
医療費総額

医科入院

医科入院外

歯科

調剤

医療費総額 医科入院 医科入院外 歯科 調剤

令和元年度 0.3% -0.3% -0.1% -0.0% 1.9%

２年度 -4.8% -5.8% -6.6% 0.9% -3.9%

３年度 9.1% 6.8% 13.2% 5.3% 6.2%

４年度 6.5% -0.3% 11.9% 1.8% 6.3%

５年度 ４月～１月 4.8% 4.8% 1.5% 2.9% 13.4%

①４月～９月 5.5% 5.9% 2.0% 3.0% 14.7%

②10月～１月 3.8% 3.3% 0.7% 2.9% 11.6%

低下幅（②－①） ▲1.7 ▲2.6 ▲1.3 ▲0.1 ▲3.1

【参考⑦】医療費（健保組合）対前年同月比伸び率(%)の推移：令和５年４月～６年１月

※社会保険診療報酬支払基金「診療報酬等請求内訳書等データ」をもとに作成。

対前年同月比伸び率

（％）
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【参考⑧】健保組合 被保険者 短時間労働者の推移と現状

National Federation of Health Insurance Societies（KEMPOREN）
15

(万人）

合計

338,876 

(100.0%)

男性

90,033 

(26.6%)

女性

248,843 

(73.4%)

健保組合 被保険者

男女別 短時間労働者数（人）

令和５年３月末現在

29.1万人

38.3万人

43.5万人
47.2万人

53.0万人
56.9万人

82.2万人

16.3万人
19.5万人 22.0万人 20.7万人

23.6万人 25.4万人

33.9万人

(20.1%)

(12.6%)

(▲5.8%)

(13.7%)

(7.8%)

(33.4%)

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成29年

3月末

平成30年

3月末

平成31年

3月末

令和2年

3月末

令和3年

3月末

令和4年

3月末

令和5年

3月末

万

厚生年金（第1号）被保険者 短時間労働者数の推移（各年３月末現在）

厚生年金(第1号)被保険者短時間労働者数

【再掲】健保組合被保険者短時間労働者数

健保組合被保険者短時間労働者数対前年同月比伸び率(%)

(伸び率 ＊健保組合被保険者）

（※カッコ内は全体に占める構成割合）

●健保組合被保険者の短時間労働者数は、令和５年３月末現在で対前年同月比＋33.4%増（＋8万4,931人）の33万8,876人。

●うち、女性が24万8,843人、男性が9万0,033人となっており、女性が全体の約7割を占める。

＊）短時間労働者の適用拡大は、平成28年10月：501人以上の規模の事業所、令和４年10月：101人以上の規模の事業所が対象となっている。

資料：厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業統計（速報）」、健康保険組合連合会「健康保険組合の現勢（各年３月末現在）」



７．業態別にみた財政指標及び経常収支差引額
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１）カッコ内は、令和５年度-６年度の両年度にわたり報告のあった1,352組合に基づく当該業態に属する組合数である（以下、同様）。

２）保険料率（平均・実質）には調整保険料率を含む。

⚫ 平均保険料率が10.00%以上の業態は、

①紙製品製造業、②飲食料品小売業、

③宿泊業、飲食サービス、④複合サー

ビス業。
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（２）令和６年度【予算】業態別 標準報酬月額及び標準賞与額 対前年度予算比伸び率(%)

（%）
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⚫ 標準報酬月額は、公務を除く全業態でプラスになっており、とくに、①不

動産業、物品賃貸業、②宿泊業、飲食サービス業、③労働者派遣業、④そ

の他サービス業－等で高い伸び（+3.0%以上）となっている。

⚫ 標準賞与額は、①運輸業、②生活関連サービス業、娯楽業、③宿泊業、飲

食サービス業－等で大きく伸びている。一方、医療、福祉は▲3.6%の減少。
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（３）令和６年度【予算】業態別 被保険者１人当たり経常収支差額の推移（R５年→６年度）

（円）
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⚫ 令和５年度予算に比べ、被保険者１人当たり経常収支差引額が改

善傾向にあるのは、①木製品・家具等製造業、②飲食料品小売業、

③飲食料品以外の小売業、④不動産業、物品賃貸業、⑤情報通信

業、⑥宿泊業、飲食サービス業、⑦生活関連サービス業、娯楽業

－等である。



８．令和６年度予算 介護保険関係
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1.6%未満

55組合(4.1%)

1.6%以上1.7%未満

185組合(13.7%)

1.7%以上1.8%未満

391組合(28.9%)

1.8%以上1.9%未満

446組合(33.0%)

1.9%以上2.0%未満

160組合(11.8%)

2.0%以上2.1%未満

88組合(6.5%)

2.1%以上

28組合(2.1%)

設定料率別組合数

引き上げた組合

116組合

(8.6%)

引き下げた組合

161組合

(11.9%)

昨年度と同率の組合

1,075組合

(79.5%)

料率設定状況別組合数（構成割合）

令和６年度【予算】介護保険関係：平均保険料率及び料率設定状況

●令和６年度予算の平均介護保険料率（設定保険料率）は、前年とほぼ同率の1.78%。１

人当たり保険料負担額（年額）は対前年度比1.6%増（＋1,842円）の11万7,949円。

●料率を引き上げた組合は116組合＊（全体の8.6%）。

●設定保険料率が1.97%以上（告示による概算負担率※）の組合は123組合（全体の9.1%）。

１）令和６年度は、報告のあった1,353組合に基づく数値である。ただし、料率の設定状況については5年度-6

年度両年度にわたり報告のあった1,352組合に基づく数値である。

２）告示による令和6年度の概算負担率は「0.01965509」である。令和4年度の概算負担率は1.89%、確定負担

率は1.61%（▲0.29%）である。

３）介護納付金は令和2年度より全面総報酬割が導入されている。

21

（※カッコ内は対前年度比伸び率）

（※カッコ内は全体に占める構成割合）
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（※カッコ内は全体に占める構成割合）
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令和６年度 健康保険組合 予算編成

早期集計結果

【資料編】
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6年度予算早期集計

（回答組合 ）①

6年度予算早期集計

（推計ベース） ②
5年度予算 ③

増減数

②-③

対前年度比

伸び率（%）

組合数 1,353 1,379 1,380 -1 -0.07

被保険者数（人） 16,743,290 16,866,761 16,684,295 182,466 1.09

被扶養者数（人） 11,306,306 11,393,147 11,661,544 -268,397 -2.30

平均標準報酬月額（円） 391,372 391,372 384,126 7,246 1.89

平均標準賞与額（円） 1,197,287 1,197,287 1,162,936 34,351 2.95

平均保険料率（%） 9.32 9.32 9.27 0.05 0.55

特定保険料率（%） 3.97 3.97 3.92 0.05 1.17

前期高齢者数（人） 943,086 945,712 953,875 -8,163 -0.86

前期高齢者加入率（％） 3.43 3.43 3.42 0.01 0.29

前期高齢者１人当たり医療給付費（円） 377,128 377,128 373,996 3,132 0.84

健康保険収入 88,226 88,878 85,066 3,812 4.48

　　保険料 88,198 88,851 85,039 3,811 4.48

　　国庫負担金 28 28 27 1 2.97

　　その他 0 0 0 0 -7.63

退職積立金繰入 72 72 72 0 -0.61

保証金積立金繰入 0 0 0 0 -5.32

特定健康診査等事業収入 74 75 74 1 1.35

病院診療所収入 514 514 511 3 0.55

訪問看護事業収入 0 0 0 0 -12.57

介護老人保健施設収入 29 29 29 0 -0.60

出産育児交付金 41 41 － － －

雑収入等 439 444 409 35 8.57

合　計 89,395 90,053 86,162 3,891 4.52

事務費 1,621 1,637 1,503 134 8.89

保険給付費 50,391 50,756 47,811 2,945 6.16

　　法定給付費 49,311 49,668 46,807 2,861 6.11

　　付加給付費 1,080 1,088 1,004 84 8.36

支援金・納付金等　計 38,469 38,774 37,073 1,701 4.59

　　後期高齢者支援金 22,594 22,769 21,935 835 3.81

　　前期高齢者納付金 15,873 16,003 15,137 866 5.72

　　退職者給付拠出金 0 0 0 0 -36.75

　　病床転換支援金 0 0 0 0 -10.50

　　日雇拠出金 2 2 1 1 63.51

　　流行初期医療確保拠出金等 0 0 － － －

保健事業費 4,622 4,664 4,583 81 1.77

病院診療所費 622 622 643 -21 -3.23

訪問看護事業費 0 0 1 0 -52.10

介護老人保健施設費 31 31 31 0 0.24

その他 145 146 137 9 6.47

合　計 95,902 96,631 91,783 4,848 5.28

-6,507 -6,578 -5,621 -956 17.01

経 常 収 支 赤 字 組 合 数 1,170 1,194 1,091 103 －

全組合に対する割合（％） 86.47 86.58 79.06 － －

経常収支赤字組合の赤字総額（億円） -6,770 -6,841 -6,027 － －

１組合当たり赤字額（億円） -5.79 -5.73 -5.52 － －

経 常 収 支 黒 字 組 合 数 183 185 289 -104 －

全組合に対する割合（％） 13.53 13.42 20.94 － －

経常収支黒字組合の黒字総額（億円） 263 264 406 － －

１組合当たり黒字額（億円） 1.44 1.43 1.41 － －

経

常

収

入

経

常

支

出

経常収支差引額

表１-１　令和６年度 健康保険組合 予算早期集計　経常収支状況-等　 (単位：億円）

1. 組合数については、6年度予算早期集計（回答組合）は予算データ報告組合数、6年度予算集計（推計）は令和6年4月1日現在数、5年度予算欄は5年4月1日現在数で
ある。

2. 単位未満の数は四捨五入しているため、各項目の計と合計は一致しないことがある。
3. 6年度予算集計（推計）欄の適用状況のうち、被保険者数と被扶養者数は、予算データ報告組合の数値を令和6年4月1日現在の1379組合に引き伸ばした数値である。

平均標準報酬月額、平均標準賞与額、平均保険料率（調整保険料率を含む）、特定保険料率は予算データ報告組合（1353組合）の平均である。
4. 経常収入の「雑収入等」は「国庫補助金収入中の特定健康診査・保健指導補助金」、「前期高齢者交付金」、「不用財産等売払代、補助金等追加収入を除く雑収

入」、「その他」の合計である。
5. 経常支出の「その他」は「組合債費」、「調整保険料還付金を除く還付金」、「連合会費」、「出資金」、「積立金・積立金」、「雑支出・その他」、「その他」

の合計である。「流行初期医療確保拠出金等」は「流行初期医療確保拠出金」、「出産育児関係事務費拠出金」の合計である。
6. 経常収支科目のうち、病院診療所・訪問看護及び介護老人施設等一部の組合のみ保有している科目については、予算データ報告組合の6年度予算数値と未報告組合

の5年度予算数値の合計としている。
7. 6年度早期集計（推計）における経常赤字組合数は、回答組合のデータを全組合ベースに引き延ばした数値である。



6年度予算早期集計

（回答組合 ）①

6年度予算早期集計

（推計ベース） ②
5年度予算 ③

増減数

②-③

対前年度比

伸び率（%）

組合数 1,353 1,379 1,380 -1 -0.07

被保険者数（人） 16,743,290 16,866,761 16,684,295 182,466 1.09

被扶養者数（人） 11,306,306 11,393,147 11,661,544 -268,397 -2.30

平均標準報酬月額（円） 391,372 391,372 384,126 7,246 1.89

平均標準賞与額（円） 1,197,287 1,197,287 1,162,936 34,351 2.95

平均保険料率（%） 9.32                               9.32                               9.27                               0.05 0.55

特定保険料率（%） 3.97                               3.97                               3.92                               0.05 1.17

前期高齢者数（人） 943,086 945,712                         953,875 -8,163 -0.86

前期高齢者加入率（％） 3.43                               3.43                               3.42                               0.01 0.29

前期高齢者１人当たり医療給付費（円） 377,128 377,128                         373,996 3,132 0.84

健康保険収入 8,822,603,680 8,887,833,867 8,506,617,829 381,216,038 4.48

　　保険料 8,819,839,480 8,885,052,099 8,503,915,838 381,136,261 4.48

　　国庫負担金 2,761,792 2,779,436 2,699,351 80,085 2.97

　　その他 2,408 2,439 2,640 -201 -7.63

退職積立金繰入 7,154,310 7,174,473 7,218,701 -44,228 -0.61

保証金積立金繰入 17,711 17,715 18,711 -996 -5.32

特定健康診査等事業収入 7,401,341 7,495,326 7,395,269 100,057 1.35

病院診療所収入 51,371,047 51,398,382 51,115,844 282,538 0.55

訪問看護事業収入 33,191 33,194 37,967 -4,773 -12.57

介護老人保健施設収入 2,886,091 2,886,091 2,903,583 -17,492 -0.60

出産育児交付金 4,106,721 4,115,242 － － －

雑収入等 43,908,199 44,382,857 40,881,069 3,501,788 8.57

合　計 8,939,482,291 9,005,337,147 8,616,188,973 389,148,174 4.52

事務費 162,089,857 163,673,395 150,312,265 13,361,130 8.89

保険給付費 5,039,083,818 5,075,609,911 4,781,138,906 294,471,005 6.16

　　法定給付費 4,931,053,527 4,966,814,346 4,680,735,646 286,078,700 6.11

　　付加給付費 108,030,291 108,799,849 100,403,260 8,396,589 8.36

支援金・納付金等　計 3,846,948,174 3,877,390,794 3,707,323,157 170,067,637 4.59

　　後期高齢者支援金 2,259,448,022 2,276,947,544 2,193,465,400 83,482,144 3.81

　　前期高齢者納付金 1,587,280,166 1,600,251,480 1,513,691,387 86,560,093 5.72

　　退職者給付拠出金 28,176 28,483 45,032 -16,549 -36.75

　　病床転換支援金 6,182 6,236 6,968 -732 -10.50

　　日雇拠出金 185,628 187,007 114,370 72,637 63.51

　　流行初期医療確保拠出金等 37,351 37,418 　－ 　－ 　－

保健事業費 462,163,563 466,395,646 458,287,020 8,108,626 1.77

病院診療所費 62,178,687 62,233,440 64,308,784 -2,075,344 -3.23

訪問看護事業費 44,132 44,132 92,131 -47,999 -52.10

介護老人保健施設費 3,125,669 3,125,669 3,118,232 7,437 0.24

その他 14,537,163 14,624,180 13,734,866 889,314 6.47

合　計 9,590,171,063 9,663,097,167 9,178,315,361 484,781,806 5.28

-650,688,772 -657,760,021 -562,126,388 -95,633,633 17.01

経常収支赤字組合数 1,170 1,194 1,091 103 －

86.47 86.58 79.06 － －

-676,962,422 -684,125,602 -602,732,891 － －

-578,600 -572,970 -552,459 － －

183 185 289 -104 －

13.53 13.42 20.94 － －

26,273,650 26,365,688 40,606,503 － －

143,572 142,517 140,507 － －

全組合に対する割合（％）

経常収支赤字組合の赤字総額（千円）

１組合当たり赤字額（千円）

経常収支黒字組合数

全組合に対する割合（％）

経常収支黒字組合の黒字総額（千円）

１組合当たり黒字額（千円）

表１-２　 令和６年度 健康保険組合 予算早期集計　経常収支状況-等　 (単位：千円）

経

常

収

入

経

常

支

出

経常収支差引額

1. 組合数については、6年度予算早期集計（回答組合）は予算データ報告組合数、6年度予算集計（推計）は令和6年4月1日現在数、5年度予算欄は5年4月1日現在数で
ある。

2. 単位未満の数は四捨五入しているため、各項目の計と合計は一致しないことがある。
3. 6年度予算集計（推計）欄の適用状況のうち、被保険者数と被扶養者数は、予算データ報告組合の数値を令和6年4月1日現在の1379組合に引き伸ばした数値である。

平均標準報酬月額、平均標準賞与額、平均保険料率（調整保険料率を含む）、特定保険料率は予算データ報告組合（1353組合）の平均である。
4. 経常収入の「雑収入等」は「国庫補助金収入中の特定健康診査・保健指導補助金」、「前期高齢者交付金」、「不用財産等売払代、補助金等追加収入を除く雑収

入」、「その他」の合計である。
5. 経常支出の「その他」は「組合債費」、「調整保険料還付金を除く還付金」、「連合会費」、「出資金」、「積立金・積立金」、「雑支出・その他」、「その他」

の合計である。「流行初期医療確保拠出金等」は「流行初期医療確保拠出金」、「出産育児関係事務費拠出金」の合計である。
6. 経常収支科目のうち、病院診療所・訪問看護及び介護老人施設等一部の組合のみ保有している科目については、予算データ報告組合の6年度予算数値と未報告組合

の5年度予算数値の合計としている。
7. 6年度早期集計（推計）における経常赤字組合数は、回答組合のデータを全組合ベースに引き延ばした数値である。



6年度予算早期集計

（回答組合）①
5年度予算② 増減数①-②

対前年度比

伸び率（％）

健康保険収入 526,934 509,858 17,076 3.35

　　保険料 526,769 509,696 17,073 3.35

　　国庫負担金 165 162 3 1.95

　　その他 0 0 -0 -9.11

退職積立金繰入 427 433 -5 -1.24

保証金積立金繰入 1 1 -0 -5.68

特定健康診査等事業収入 442 443 -1 -0.27

病院診療所収入 3,068 3,064 4 0.15

訪問看護事業収入 2 2 -0 -12.89

介護老人保健施設収入 172 174 -2 -0.95

出産育児交付金 245 － － －

雑収入等 2,622 2,450 172 7.03

合　計 533,914 516,425 17,489 3.39

事務費 9,681 9,009 672 7.46

保険給付費 300,961 286,565 14,396 5.02

　　法定給付費（被保険者） 294,509 280,547 13,962 4.98

　　法定給付費（被保＋被扶養者） 175,798 165,130 10,668 6.46

　　付加給付費 6,452 6,018 434 7.22

支援金・納付金等　計 229,761 222,204 7,556 3.40

　　後期高齢者支援金 134,946 131,469 3,478 2.65

　　前期高齢者納付金 94,801 90,726 4,075 4.49

　　退職者給付拠出金 2 3 -1 -37.65

　　病床転換支援金 0 0 -0 -11.59

　　日雇拠出金 11 7 4 61.73

　　流行初期医療確保拠出金等 2 － － －

保健事業費 27,603 27,468 135 0.49

病院診療所費 3,714 3,854 -141 -3.65

訪問看護事業費 3 6 -3 -52.27

介護老人保健施設費 187 187 -0 -0.11

その他 868 823 45 5.47

合　計 572,777 550,117 22,660 4.12

-38,863 -33,692 -5,171

(注）　端数処理のため、計数が整合しないことがある。

経常収支差引額

表２　令和６年度予算早期集計　 被保険者１人当たり額（単位：円）

【予算データ報告組合1,353組合ベース】

経

常

収

入

経

常

支

出



新設 解散
合併

消滅
組合数

割合

（％）

総額

（億円）

１人

当たり額

（万円）

保険料

割合

（％）

総額

（億円）

１人

当たり額

（万円）

保険料

割合

（％）

平成24年度決算 1,431 -12 3 1 14 1,564 1,382 36.4 104.3 8.34 -2,973 1,061 74.1 15,080 9.6 21.9 16,247 10.4 23.6

平成25年度決算 1,419 -12 10 12 10 1,565 1,368 36.6 106.2 8.67 -1,154 926 65.3 15,767 10.1 21.8 16,971 10.8 23.5

平成26年度決算 1,409 -10 6 5 11 1,574 1,349 36.8 110.9 8.88 636 740 52.5 15,978 10.2 21.4 16,816 10.7 22.5

平成27年度決算 1,405 -4 6 4 6 1,583 1,333 37.0 112.5 9.04 1,278 651 46.3 16,496 10.4 21.5 16,246 10.3 21.2

平成28年度決算 1,399 -6 7 9 4 1,618 1,322 37.1 111.8 9.11 2,376 541 38.7 16,796 10.4 21.4 16,023 9.9 20.4

平成29年度決算 1,394 -5 6 6 5 1,651 1,299 37.0 113.0 9.17 1,351 580 41.6 18,324 11.1 22.7 16,941 10.3 21.0

平成30年度決算 1,391 -3 7 6 4 1,675 1,283 37.2 114.8 9.21 3,048 423 30.4 18,928 11.3 22.9 15,601 9.3 18.9

令和元年度決算 1,388 -3 8 5 6 1,642 1,248 37.8 118.0 9.22 2,498 484 34.9 19,773 12.0 24.0 14,550 8.9 17.7

令和2年度決算 1,388 0 11 6 5 1,654 1,226 37.6 113.0 9.22 2,958 457 33.0 20,060 12.0 24.5 15,391 9.3 18.8

令和3年度決算 1,388 0 9 5 4 1,654 1,197 37.8 116.2 9.23 -847 741 53.4 20,133 12.2 23.3 16,379 9.9 19.0

令和4年度決算見込 1,383 -5 3 2 6 1,659 1,165 38.3 122.0 9.26 1,365 559 40.4 19,642 11.8 23.1 14,413 8.7 17.0

令和5年度予算 1,380 -3 2 3 2 1,668 1,166 38.4 116.3 9.27 -5,621 1,091 79.1 21,935 13.1 25.8 15,137 9.1 17.8

令和6年度予算（推計） 1,379 -1 7 2 6 1,687 1,139 39.1 119.7 9.32 -6,578 1,170 86.6 22,769 13.5 25.6 16,003 9.5 18.0

後期高齢者支援金

（老人保健拠出金）

前期高齢者納付金

（退職者給付拠出金）

表３　　健　保　組　合　適　用　・　財　政　状　況　等　の　推　移

赤字組合
経常収支

差引額

（億円）

増減内訳
平均標準

賞与額

（万円）

保険料率

（%）
組合数

前年度

比増減

被保険者数
（万人）

被扶養者数

（万人）

平均標準

報酬月額

（万円）

1. 組合数は、決算、決算（見込）は３月３１日現在、予算は４月１日現在、予算（推計）は前年４月２日～当年４月１日現在の数値である。前年度との増減は、新設、解散、合併消滅による増減である。

2. 被扶養者数（特例退職被保険者の被扶養者を含む）については、決算、決算（見込）は３月末、予算、予算（推計）は１２月末の数値である。

3. 後期高齢者支援金欄は、「後期高齢者支援金」と「老人保健拠出金」の合算値である。また、前期高齢者納付金欄は「前期高齢者納付金」と「退職者給付拠出金」の合算値である。



6年度 5年度 6年度 5年度 6年度 構成割合（％） 5年度 構成割合（％）

6.0％未満 2 2 0 0 2 0.15 2 0.14

6.0％～6.5％未満 11 13 0 0 11 0.81 13 0.94

6.5％～7.0％未満 12 14 0 0 12 0.89 14 1.01

7.0％～7.5％未満 21 24 0 0 21 1.55 24 1.74

7.5％～8.0％未満 49 51 1 2 50 3.70 53 3.84

8.0％～8.5％未満 105 117 3 2 108 7.98 119 8.62

8.5％～9.0％未満 172 191 7 8 179 13.23 199 14.42

9.0％～9.5％未満 239 232 28 32 267 19.73 264 19.13

9.5％～10.0％未満 266 277 104 102 370 27.35 379 27.46

10.0％～10.5％未満 156 150 81 83 237 17.52 233 16.88

10.5％～11.0％未満 41 31 22 18 63 4.66 49 3.55

11.0％以上 25 24 8 7 33 2.44 31 2.25

計 1,099 1,126 254 254 1,353 100.00 1,380 100.00

平均 9.20 9.14 9.87 9.83 9.32 － 9.27 －

協会けんぽ料率（10.0％） の組合数（再掲） 95 88 46 49 141 10.42 137 9.93

協会けんぽ料率（10.0％） 超の組合数（再掲） 127 117 65 59 192 14.19 176 12.75

協会けんぽ料率（10.0％） 以上の組合数（再掲） 222 205 111 108 333 24.61 313 22.68

表４　　保　険　料　率　別　組　合　数　

単一組合 総合組合
全組合

1. 6年度欄については、予算データ報告があった組合（1353組合）ベースの数値である。

2. 保険料率には調整保険料率が含まれる。

3. 構成割合は、小数点第3位以下を四捨五入しているため、内訳の合計が計に合わない場合もある。



組合数 割合（%） 組合数 割合（%） 組合数 割合（%） 組合数 割合（%） 組合数 割合（%） 組合数 割合（%）

15％未満 2 0.15 2 0.14 15％未満 433 32.00 515 37.32 35％未満 144 10.64 196 14.20

15％～20％ 8 0.59 17 1.23 15％～20％ 473 34.96 405 29.35 35％～40％ 281 20.77 294 21.30

20％～25％ 641 47.38 661 47.9 20％～25％ 278 20.55 257 18.62 40％～45％ 398 29.42 373 27.03

25％～30％ 587 43.39 582 42.17 25％～30％ 101 7.46 115 8.33 45％～50％ 291 21.51 267 19.35

30％～35％ 88 6.50 91 6.59 30％～35％ 41 3.03 50 3.62 50％～55％ 139 10.27 149 10.80

35％～40％ 20 1.48 23 1.67 35％～40％ 20 1.48 23 1.67 55％～60％ 62 4.58 55 3.99

40％～45％ 5 0.37 2 0.14 40％～45％ 4 0.30 7 0.51 60％～65％ 29 2.14 29 2.10

45％～50％ 1 0.07 2 0.14 45％～50％ 3 0.22 6 0.43 65％～70％ 4 0.30 8 0.58

50％以上 1 0.07 0 0.00 50％以上 0 0.00 2 0.14 70％以上 5 0.37 9 0.65

計 1,353 100.00 1,380 100.00 計 1,353 100.00 1380.0 100.00 計 1,353 100.00 1,380 100.00

平均 25.62 － 25.79 － 平均 18.00 － 17.80 － 平均 43.62 － 43.60 －

５年度

支援金・納付金等　合計

表５　保険料収入に対する支援金・納付金等の割合別組合数

６年度 ５年度

前期高齢者納付金＋退職者給付拠出金

６年度６年度 ５年度

後期高齢者支援金

1. 「6年度」欄については、6年度予算数値の報告のあった1353組合ベースの数値。

2. 「支援金・納付金等合計」における保険料収入に対する支援金・納付金等の割合の算出にあたっては、病床転換支援金および日雇拠出金を含めている。

3. 「割合（％）」欄の数値については端数処理のため、計数が整合しないことがある。



組合数 割合（%） 組合数 割合（%） 組合数 割合（%） 組合数 割合（%） 組合数 割合（%） 組合数 割合（%）

15％未満 1 0.07 5 0.36 15％未満 402 29.71 486 35.22 35％未満 144 10.64 196 14.20

15％～20％ 38 2.81 47 3.41 15％～20％ 506 37.40 416 30.14 35％～40％ 281 20.77 294 21.30

20％～25％ 579 42.79 528 38.26 20％～25％ 326 24.09 320 23.19 40％～45％ 398 29.42 373 27.03

25％～30％ 571 42.20 576 41.74 25％～30％ 85 6.28 109 7.90 45％～50％ 291 21.51 267 19.35

30％～35％ 133 9.83 166 12.03 30％～35％ 30 2.22 42 3.04 50％～55％ 139 10.27 149 10.80

35％～40％ 17 1.26 41 2.97 35％～40％ 4 0.30 5 0.36 55％～60％ 62 4.58 55 3.99

40％～45％ 12 0.89 9 0.65 40％～45％ 0 0.00 2 0.14 60％～65％ 29 2.14 29 2.10

45％～50％ 2 0.15 7 0.51 45％～50％ 0 0.00 0 0.00 65％～70％ 4 0.30 8 0.58

50％以上 0 0.00 1 0.07 50％以上 0 0.00 0 0.00 70％以上 5 0.37 9 0.65

計 1,353 100.00 1,380 100.00 計 1,353 100.00 1,380 100.00 計 1,353 100.00 1,380 100.00

平均 25.74 － 26.15 － 平均 18.08 － 18.05 － 平均 43.83 － 44.20 －

５年度 ６年度 ５年度

表５の２　義務的経費に対する支援金・納付金等の割合別組合数

後期高齢者支援金 前期高齢者納付金＋退職者給付拠出金 支援金・納付金等　合計

６年度 ５年度 ６年度

1. 「6年度」欄については、6年度予算数値の報告のあった1353組合ベースの数値。

2. 「支援金・納付金等合計」における保険料収入に対する支援金・納付金等の割合の算出にあたっては、病床転換支援金および日雇拠出金を含めている。

3. 「割合（％）」欄の数値については端数処理のため、計数が整合しないことがある。



6年度予算

早期集計①
5年度予算②

増減数

①-②

対前年度比

伸び率（％）

1,353 1,380 － －

11,877,764 11,901,763 － －

9,220,044 9,161,937 － －

75,587 78,841 － －

439,331 433,419 5,912 1.36

1,363,004 1,333,333 29,671 2.23

事業主 0.897 0.900 -0.003 -0.33

被保険者 0.879 0.882 -0.003 -0.34

計 1.776 1.782 -0.058 -0.33

11.100 11.050 0.050 0.45

6年度予算

早期集計①
5年度予算②

増減数

①-②

対前年度比

伸び率（％）

117,949 116,107 1,842 1.59

4,181 3,678 503 13.68

2,404 2,781 -377 -13.56

0 0 0 －

61 77 -16 -20.78

3 4 -1 -25.00

124,598 122,647 1,951 1.59

114,561 113,312 1,249 1.10

61 52 9 17.31

1,475 1,415 60 4.24

70 164 -94 -57.32

124,598 122,647 1,951 1.59

収

入

積立金等

一般勘定繰入

組合数

介護保険第２号被保険者数（人）

介護保険第２号被保険者たる被保険者数（人）

特定被保険者数（人）

平均標準報酬月額（円）

平均標準賞与額（円）

介護保険料率（%）

合算（介護＋一般＋調整）料率（%）

支出合計

２．収支状況（１人当たり額：円）

１．適用状況

表６　令和６年度予算早期集計　介護保険収支状況等

支

出

介護保険収入

繰越金

繰入金

国 庫 補 助 金 受 入

一般勘定受入

雑収入

収入合計

介護納付金

介護保険料還付金

1. 6年度欄については、予算データ報告があった組合（1353組合）ベースの数値である。

2. 平均標準報酬月額は、2号被保険者たる被保険者と特定被保険者の平均である。

3. 平均標準賞与額は、任意継続被保険者と特例退職被保険者を除いた、2号被保険者たる被保険者と特定被保険者の平均である。

4. 介護保険料率、合算保険料率は単純平均である。

1. １人当たり額とは、2号被保険者たる被保険者と特定被保険者１人当たり額である。

2. 支出の「積立金等」は「積立金」、「雑支出」、「予備費」の合計である。



表７　介　護　保　険　料　率　別　組　合　数

6年度 5年度 6年度 5年度 6年度 構成割合（%） 5年度 構成割合（%）

0.9％未満 0 0 0 0 0 0.00 0 0.00

0.9％～1.0％未満 0 0 0 0 0 0.00 0 0.00

1.0％～1.1％未満 0 1 0 0 0 0.00 1 0.07

1.1％～1.2％未満 0 0 0 0 0 0.00 0 0.00

1.2％～1.3％未満 6 5 0 0 6 0.44 5 0.36

1.3％～1.4％未満 4 0 0 0 4 0.30 0 0.00

1.4％～1.5％未満 12 15 0 1 12 0.89 16 1.16

1.5％～1.6％未満 30 37 3 1 33 2.44 38 2.75

1.6％～1.7％未満 141 141 44 34 185 13.67 175 12.68

1.7％～1.8％未満 297 299 94 84 391 28.90 383 27.75

1.8％～1.9％未満 354 353 92 111 446 32.96 464 33.62

1.9％～2.0％未満 144 151 16 18 160 11.83 169 12.25

2.0％～2.1％未満 83 92 5 5 88 6.50 97 7.03

2.1％～2.2％未満 22 23 0 0 22 1.63 23 1.67

2.2％以上 6 9 0 0 6 0.44 9 0.65

計 1,099 1,126 254 254 1,353 100.00 1,380 100.00

平均保険料率 1.781 1.785 1.752 1.767 1.776 ー 1.782 ー

単一組合 総合組合

全組合

1. 「構成割合(%)」欄の数値については端数処理のため、計数が合わないことがある。
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